
経済財政運営と改革の基本方針２０１８ 
～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実現～ 

（平成３０年６月１５日閣議決定）【抄】 
 
 
第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組  
５．重要課題への取組 
（２）投資とイノベーションの促進 
② 教育の質の向上等 

「第３期教育振興基本計画」や教育再生実行会議の提言に基づき、「Society 5.0」
に向けた総合的な人材育成をはじめとした教育の質の向上に総合的に取り組む。 
新学習指導要領を円滑に実施するとともに、地域振興の核としての高等学校の機

能強化、１人１社制の在り方の検討、子供の体験活動の充実、安全・安心な学校施
設の効率的な整備、セーフティプロモーションの考え方も参考にした学校安全の推
進などを進める。また、在外教育施設における教育機能の強化を図る。さらに、障
害、いじめ・不登校、日本語能力の不足など様々な制約を克服し、チーム学校の実
現、障害者の生涯を通じた学習活動の充実を図る。 
学校現場での教員の勤務実態を改善するため、適正な勤務時間管理の徹底や業務

の効率化・精選などの緊急対策を具体的に推進するとともに、学校の指導・事務体
制の効果的な強化・充実や学校の実態に応じた教員の勤務時間制度の在り方などの
勤務状況を踏まえた勤務環境の見直し、小学校における教育課程の弾力的運用につ
いての検討を進める。 
 
 

第３章 「経済・財政一体改革」の推進 

４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題 
（４）文教・科学技術等 
（少子化の進展を踏まえた予算の効率化、教育の質の向上等） 

少子化の進展や厳しい財政状況等の中での教育の質の向上を図るため、教育政策
の実証研究を踏まえた予算の裏付けのある公立小中学校の教職員定数の中期見通し
を策定するとともに、学校における働き方改革に向け、英語・プログラミング等の
分野での特別免許状教員等の外部人材の拡充、部活動における外部人材や民間機関
の活用など学校と地域の連携・協働を進める。また、学校施設について先進・優良
事例の横展開を含め長寿命化に向けた施設計画策定や学校統合、廃校施設の活用促
進に一体的に取り組むとともに、学校事務の共同実施、教育の情報化等について、
ＫＰＩを掲げ工程化して推進する。 
（以下略） 
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